







住民／市民の NPO・ボランティア活動への参加は，1995 年のボランティア元年，1998 年の特
定非営利活動促進法の施行等を経て，一定の定着がみられ，社会関係資本に関する全国調査にお
いても，「ボランティア・NPO・市民活動」への参加率は，2000 年の 16.8％から 2013 年の
30.1％へと大幅に向上している（稲葉，2014：7）。住民／市民の NPO・ボランティア活動への参
加率が低かった時期においては，「どのような要因が参加を促進するか」という「参加の規定要因」
























1997 年 2 月に京都市で開催された国連気候変動枠組条約第 3回締約国会議（COP3）に結集した
組織・団体により結成された「気候フォーラム」を前身とする団体である。「気候ネットワーク」
は，地球温暖化防止のために，市民の立場から提言し，行動を起こしていくことを目的として，
















2006 「2020 年家庭・業務 30％削減プロジェクト」の実施





2011 脱原発と温暖化対策を両立させる「“3 つの 25” は達成可能」シナリオを発表，「低炭素の地域づ
くり戦略会議」を全国 5地域で実施
2012 認定特定非営利活動法人化，「低炭素地域づくり戦略会議」を全国 8地域で実施













ト調査のデータを用いて，第 1に，クラスター分析の手法により，環境 NPO の会員層を入会理
由のタイプの相違によって分類する。第 2に，入会理由のタイプの異なる各会員層と「参加の様
態」の関係を明らかにする。会員へのアンケート調査は，会員 376 人（調査当時）を対象として，




















































































所属する団体の活動に役立てるため ** 47.6 39.4 1.4 31.0 
自分自身で温暖化防止活動を実行するため ** 100.0 6.4 23.6 42.3 
仕事に役立てるため ** 23.2 40.4 4.2 24.2 
温暖化問題に関する情報収集・調査研究のた
め ** 95.1 83.0 26.4 70.6 
気候ネットワークの活動支援のため * 67.1 62.8 45.8 59.3 
友人・知人・親族などに誘われたため ** 0.0 7.4 15.3 7.3 
その他 ** 4.9 1.1 22.2 8.5 
表 2　クラスター分析の結果
注 1）単位：％























ボランティア団体・NPO * 76.9 54.4 55.2 62.1 








71.3 51.1 56.9 59.3 
ほとんど参加していない，
いままで参加したことがない































反原発 * 29.1 14.4 15.7 19.7 
ゴミ減量・リサイクル * 57.0 37.8 40.0 44.8 
農林漁業をめぐる問題 ** 26.6 15.6 8.6 17.2 
人権擁護 * 20.3 6.7 17.1 14.2 
平和問題 * 46.8 26.7 32.9 35.1 

































総会への参加 ** 14.6 11.8 2.8 10.1 
セミナー・シンポジウムなどへの参加 * 69.5 53.8 37.5 54.3 
Make the RULEキャンペーンの署名活動 ** 34.1 16.1 11.1 20.6 
所属している団体が気候ネットワークと連
携している * 28.0 15.1 13.9 19.0 
活動支援のための書籍やグッズの購入 ** 42.7 23.7 16.7 27.9 




























国内政策に対する政策提言 * 74.4 81.9 61.4 73.6 




注 2）* p≦ 0.05
　 「実践活動層」「情報活用層」「共感支援層」 全体
政策提言活動 ** 66.7 76.6 57.7 67.9 



























































































































































































































































座　環境社会学 第 4巻 環境運動と政策のダイナミズム』有斐閣，147-178．
豊田陽介，2012，「京都市における『こどもエコライフチャレンジ』の取り組み」野田浩資編『ローカル
ガバナンスの形成過程―多主体連携による環境保全と地域経営』日本学術振興会科学研究費補助





























本研究は，2009 年～ 2011 年度科学研究費補助金基盤研究（C）『ローカルガバナンスの形成過
程―多主体連携による環境保全と地域経営』（研究代表者：野田浩資〔京都府立大学〕）および
2014 年～ 2016 年度科学研究費補助金基盤研究（C）『多主体連携による持続可能な地域社会経営
―共創型環境ガバナンスの構築過程の検証』（研究代表者：野田浩資〔京都府立大学〕）による
研究成果の一部である。
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